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◆当 金 庫 の 経 営 理 念＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

中小企業の健全な育成発展 

豊かな国民生活の実現 

地域社会繁栄への奉仕 

 

◆基 本 方 針＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

地元に奉仕する金融機関として、大衆のよりよき相談相手となり、経営規模の拡大を図り 

地域経済の発展に寄与する。 

 

 

◆経 営 方 針＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

１．健全経営を維持し、会員並びに預金者の保護に万全を期すと共に金融機関としての地位を昂める。 

２．国民大衆の金融機関としての特性を発揮し、地域経済発展のため積極的な融資並びに強力な貯蓄増強

を行う。 

３．組織的事業運営の認識を広め、人材を登用して経営責任を明確にする。 

４．全役職員の資質向上をはかると共に生活の安定に努める。 

 

 

◆金 庫 の 概 要           

 

設 立    昭和２６年４月１１日 

本 店    佐賀県武雄市武雄町大字富岡８８９４番地 

店舗数    １７店舗 

会員数    １６，２６８名  普通出資金８４５百万円 

常勤役職員  １５３名 （２０２５年３月末現在） 

         



2 
 

 

  

 

 会員の皆さまには、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素より九州ひぜん信用金庫に格

別の御愛顧を賜り役職員一同心より厚く御礼申し上げます。 

さて、令和 6 年度の国際金融経済情勢は、ウクライナとロシアの停戦見通しがつかず、イスラエルと

ハマスの中東情勢も悪化に面している中で、令和 7 年 1 月に米トランプ大統領の就任により米国第一主

義のもと米国内の減税政策や外交面では関税引き上げ政策を打ち出し、世界各国がアメリカの動向を慎

重に見極めている状況です。アメリカでは労働市場環境も良好で、消費も伸びておりますが、欧州では

製造業の不振が続いており、依然として高いインフレ率が続いております。米国は政策金利を現状維持

しており、底堅い個人消費を中心に堅調な景気が続いております。 

日本でも、円安の影響もあり訪日外国人観光客の増加が続いており、インバウンド需要が旺盛でホテ

ル等の宿泊料金も上昇しております。令和 6 年 7 月と令和 7 年 1 月に日本銀行が追加利上げを行い政策

金利は 17 年ぶりの 0.5％となりました。それに伴い預金金利や貸出金利は上昇、金利のある世界へ突入

し、金融環境は大きく変わろうとしています。雇用や所得については、昨年度に引き続き給与のベース

アップや初任給の引上げを行う企業が増えておりますが、物価上昇に追い付いておらず実質賃金はマイ

ナスとなっております。さらに賃金上昇に伴う人件費の高騰や人手不足による倒産のケースが増加して

おります。 

地域経済については、佐賀・長崎管内経済情勢報告によると「個人消費は回復しつつあり、生産活動

は持ち直しつつある。雇用情勢は、穏やかに改善しつつある」と総括されており明るい兆しが見えてき

ております。 

人口減少や少子高齢化が進むなか労働環境も変わりつつあり、経済活動は新たな局面に向かっており

ますが、九州ひぜん信用金庫は地域が抱える課題解決に貢献し持続可能な地域社会を創ることを皆様と

共に全力で対応してまいります。 

九州ひぜん信用金庫は、創立以来の経営理念である「中小企業の健全な育成発展」、「豊かな国民生活

の実現」、「地域社会繁栄への奉仕」を役職員一同が胸に刻み、地域や中小企業が抱える課題と真摯に向

き合い、地域の皆様のニーズに応じた金融・非金融サービスの提供を重ねて参りました。その結果、経

常利益は 391 百万円となり、当期純利益は 288 百万円となりました。これも偏に会員の皆様のご支援の

賜物であると深く感謝申し上げます。 

本年度は、新中期事業計画『ひぜしん「未来を拓く変革への挑戦」』3 ヵ年計画の 2 年目となり、お

客さまとのリレーションシップを追求し、地域に根ざした協同組織金融機関として、会員、お客様、そ

して地域が抱える課題の解決に尽力し、その幸せづくりと地域社会全体の成長に貢献することを目指し

てまいります。今後とも倍旧のご支援ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げるとともに、地域経済の発

展とともに皆さまの笑顔が溢れる平和な日常になりますことを祈念申し上げご挨拶といたします。 

 

令和７年６月 九州ひぜん信用金庫 

        会 長 溝上邦治 

        理事長 石橋正広 
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預金積金・貸出金残高 預金量は減少しましたが、貸出金量は大幅に増加しました 
預金は 1,626 億円、貸出金 9,037 億円となりました 

出資金および会員の状況 

（単位：百万円） 

（単位：百万円・名） 

収益の状況（業務純益・経常利益・当期純利益） 

最終利益は 288 百万円と増益になりました。また金融機関の本来的な収益力 
を示すコア業務純益は 33 百万円の増益で 454 百万円となりました 

有価証券の状況【残高・評価損益（その他保有目的有価証券）】 

国内債券の保有比率が
高く、市場金利の上昇に
より、評価損が拡大して
おりますが、債券は満期
が近づけば評価損が圧
縮されるため、期間が比
較的短い国内債券を中
心に安全運用を心掛け
ております 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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自己資本比率の状況 「単体自己資本比率」9.72％ 

ひぜしんは健全経営を続けております 

 自己資本比率は、リスクの可能性のある資産
に対して自己資本がどれだけあるかを示す指標
で、金融機関経営の健全性・安全性を示す指標
です。 
 2025 年 3 月期の自己資本比率は、9.72％と
なりました。なお自己資本額は優先出資金の一
部消却を実施したため、今期は 257 百万円減の
7,054 百万円を確保。国内基準である 4％を大き
く上回る水準となっております。この水準は、
ひぜしんの経営が健全かつ安全であることを示
しております。 

不良債権の状況（金融再生法） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

不良債権比率 2.84％、保全率は 79.46％ 
不良債権に十分な保全をはかっております  

 ひぜしんでは、金融検査マニュアルに準
拠した自己査定基準に沿って、適性かつ厳
格な自己査定を行なっております。 
 2025 年3 月期の不良債権額は、326 百万
円減少し、不良債権比率は 2.84％と低下し
ました。 
 なお、担保・貸倒引当金により、不良債権
の 79.46％を保全しており、内部留保とあわ
せて十分な保全をはかっております。 

2025年3月期

7,149

2024年3月期

2,998

9.75%

7,054

2023年3月期

74,953

7,312

74,118

自己資本の額

9.72%

72,514リスク・アセット等計

単体自己資本比率

総所要自己資本額 2,964

9.64%

2,900
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１．事業の概況 

（１）事業成績の推移 

区  分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

預 金 積 金  160,812 百万円 161,548 百万円 163,420 百万円 162,636 百万円 

 定 期 預 金  94,979  93,230  93,948  91,226  

 定 期 積 金  3,973  3,901  3,728  3,627  

 そ の 他  61,859  64,416  65,743  67,781  

貸 出 金  84,377  87,481  89,165  90,378  

 会 員  72,100  73,686  75,579  75,752  

 会 員 外  12,276  13,794  13,585  14,626  

有 価 証 券  32,849  30,815  32,576  30,951  

 国 債  4,017  2,553  2,077  1,926  

 そ の 他  28,831  28,261  30,498  29,024  

総 資 産  180,415  170,519  172,718  170,574  

内国為替取扱高  177,937  185,700  181,512  188,300  

経 常 利 益  293,543 千円 277,848 千円 295,986 千円 391,010 千円 

当 期 純 利 益  234,448  201,934  218,361  288,836  

（注）記載金額は金額単位未満を切り捨てて表示しております（以下の各表についても同様です）。 

 

（２）決算期後に生じた当庫の状況に関する重要な事実 

  該当事項はありません。 

 

２．当庫の現況 

（１）出資金の推移 

区   分 前年度末 当年度末 

出 資 金 1,954 百万円 1,945 百万円 

 普 通 出 資 金 854  845  

優 先 出 資 金 1,100  850  

（注）令和 6 年 10 月 14 日に協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成 5 年 5 月 12 日公布法律第 44 号）

第 15 条第 1 項第 1 号の規定に基づき、発行済優先出資の一部 500 百万円を消却いたしました。優先出資の消却

を受け、貸借対照表上、優先出資金に計上していた 250 百万円を当事業年度よりその他の出資金に振り替えて計

上したことから、上欄の出資金には当該金額が含まれております。 

（２）出資金の状況（当年度末現在） 

イ．普通出資  

普通出資１口の金額 500 円 

普通出資者の出資の最低限度額 5,000 円 

区   分 出資者数 出資金額 処分未済持分 

個     人 13,591 596 百万円  百万円 

法     人 2,677 245    

合     計 16,268 845  2  

ロ．優先出資  

優先出資１口の金額 5,000 円 

優先出資の総口数の最高限度 1,000,000 口 

発行済優先出資の総口数 440,000 口 
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（３）役員の状況 

定款に定める理事数 12 人以内 

定款に定める監事数 3 人以内 

区   分 前年度末 当年度末 

 理事   １０ 人  ９ 人 

（ うち非常勤 ） （ ２ ） （ ２ ） 

 監事   ３   ３  

（ うち非常勤 ） （ ２ ） （ ２ ） 

 合計   １３   １２  

（ うち非常勤 ） （ ４ ） （ ４ ） 

 

（４）職員の状況 

区   分 前年度末 当年度末 

職 員 数   147 人   145 人 

平 均 年 齢 41 歳 11 月 39 歳 4 月 

平均勤続年数 16 年 8 月 15 年 11 月 

平均給与月額   252 千円   267 千円 

 

（５）事務所等の状況 

イ．事務所数 

区   分 前年度末  当年度末 
  店 （ うち出張所 )  店 （ うち出張所 ) 

武 雄 市   4  （ － )   3  （ － ) 

鹿  島  市   1  （ － )   1  （ － ) 

嬉 野 市   1  （ － )   1  （ － ) 

杵 島 郡   2  （ － )   2  （ － ) 

佐 世 保 市   7  （ － )   7  （ － ) 

大 村 市   2  （ － )   2  （ － ) 

諫 早 市   1  （ － )   1  （ － ) 

合 計  18  （ － )  17  （ － ) 

店舗外現金自動設備   5       6     

 

ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

  宮野町支店を令和 7 年 2 月 21 日（金）に廃止し、本店営業部へ統合しております。 

 

ハ．信用金庫代理業者の一覧 

  該当事項はありません。 

 

ニ．信用金庫が営む銀行代理業等の状況 

所属金融機関の商号又は名称 

信 金 中 央 金 庫 

 

ホ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

  該当事項はありません。 

（６）重要な子会社等（当年度末現在） 

  該当事項はありません。 
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（７）預金等総額の状況 

区   分 当年度開始時 翌年度開始時 

預 金 等 総 額 １，６３４億円 １，６２６億円 

（注）預金等総額は、信用金庫法施行令第５条の２第１項に規定する事業年度開始時における預金及び定期積金

の総額を記載しています。 

 

３．自己資本比率の状況（当期末現在）                                      (単位：百万円) 

自己資本の額（（ロ）－（ハ））（イ） 7,054 

 コア資本に係る基礎項目の額                   （ロ） 7,061 

コア資本に係る調整項目の額                                （ハ） 7 

リスク・アセット等計                        （二） 72,514 

 信用リスク・アセットの額 68,897 

オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 3,617 

自己資本比率（（イ）／（二）） 9.72％ 

 

４．庶務の概要 

総代会 

 令和 6 年 6 月 26 日「第 73 期通常総代会」を嬉野観光ホテル大正屋（嬉野市）において開催し、次の報告事項

及び議案が付議され、原案どおり承認可決されました。 

報告事項 

第 73 期業務報告、貸借対照表および損益計算書の内容報告の件 

決議事項 

第１号議案    剰余金処分案の承認に関する件 

第２号議案    優先出資一部買入消却の件 

第３号議案    定款の一部変更に関する件 

第４号議案    会員の除名に関する件 

第５号議案    任期満了に伴う理事選任の件 

第 6 号議案    任期満了に伴う監事選任の件 

第 7 号議案    退任監事に対する退職慰労金贈呈の件 

第 8 号議案    理事および監事の報酬限度額に関する件 

 

５．信用金庫の沿革 

大正 ５年１０月     佐世保実業信用組合設立 

１２年 ２月     有限責任信用組合佐世保庶民金庫に名称変更 

昭和１８年 ４月     市街地信用組合法により佐世保庶民信用組合に名称変更 

２６年１０月     信用金庫法により佐世保庶民信用金庫に名称変更 

３８年 ４月     大村信用金庫（３店舗）と合併し、西九州信用金庫に名称変更 

 

昭和２６年 ４月１１日  溝上留次、大町信用組合を大町町に設立 

  ２７年 ９月１３日  大町信用組合が武雄信用組合を吸収合併し、名称を杵島信用組合と変更 

  ２７年 ９月１４日  武雄支店開設 

  ２８年 ４月 １日  信用金庫法に基づき杵島信用金庫に移行 

  ３８年 １月１８日  本店を武雄市に移転、同時に大町支店開設 

平成２１年 ２月１３日  西九州信用金庫と合併契約 

  ２２年 ２月１５日  西九州信用金庫（１１店舗）と合併し「九州ひぜん信用金庫」と名称変更 
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貸 借 対 照 表 
第７４期（令和７年３月３１日現在） 

 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  百万円 （ 負 債 の 部 ）  百万円

現 金 3,099  預 金 積 金 162,636  

預 け 金 42,369  当 座 預 金 1,323  

有 価 証 券 30,951  普 通 預 金 63,822  

国 債 1,926  貯 蓄 預 金 115  

地 方 債 15,255  通 知 預 金 228  

社 債 8,637  定 期 預 金 91,226  

株 式 631  定 期 積 金 3,627  

そ の 他 の 証 券 4,499  そ の 他 の 預 金 2,291  

貸 出 金 90,378  借 用 金 157  

割 引 手 形 144  借 入 金 157  

手 形 貸 付 5,506  そ の 他 負 債 505  

証 書 貸 付 80,486  未 決 済 為 替 借 25  

当 座 貸 越 4,241  未 払 費 用 110  

そ の 他 資 産 1,152  給 付 補 塡 備 金 1  

未 決 済 為 替 貸 20  未 払 法 人 税 等 104  

信 金 中 金 出 資 金 858  前 受 収 益 72  

未 収 収 益 218  払 戻 未 済 金 10  

そ の 他 の 資 産 55  職 員 預 り 金 25  

有 形 固 定 資 産 2,225  リ ー ス 債 務 78  

建 物 644  そ の 他 の 負 債 77  

土 地 1,417  退 職 給 付 引 当 金 120  

リ ー ス 資 産 71  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 143  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 92  睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 7  

無 形 固 定 資 産 7  再評価に係る繰延税金負債 243  

ソ フ ト ウ ェ ア 4  債 務 保 証 1,018  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 2  負 債 の 部 合 計 164,833  

繰 延 税 金 資 産 142  （ 純 資 産 の 部 ）   

債 務 保 証 見 返 1,018  出 資 金 1,945  

貸 倒 引 当 金 △770  普 通 出 資 金 845  

（うち個別貸倒引当金） （ △635 ） 優 先 出 資 金 850  

   そ の 他 出 資 金 250  

   資 本 剰 余 金 581  

   資 本 準 備 金 581  

   利 益 剰 余 金 4,439  

   利 益 準 備 金 1,232  

   そ の 他 利 益 剰 余 金 3,207  
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   特 別 積 立 金 2,597  

   （ 優 先 出 資 消 却 積 立 金 ） （ 1,247 ） 

   当 期 未 処 分 剰 余 金 610  

   処 分 未 済 持 分 △2  

   会 員 勘 定 合 計 6,962  

   その他有価証券評価差額金 △1,836  

   土 地 再 評 価 差 額 金 614  

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △1,221  

   純 資 産 の 部 合 計 5,740  

資 産 の 部 合 計 170,574  負債及び純資産の部合計 170,574  

（注） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただ

し市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券

の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  6 年〜47 年 

その他  3 年～10 年 

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用の

ソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 

５．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期

間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証

の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

（未適用の会計基準等） 

  （１）リースに関する会計基準等 

   ・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年 9 月 13 日） 

   ・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年 9 月 13 日）等 

    ①概要 

   企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借

手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な

会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16 号の単一の会計処理モデルを基礎

とするものの、IFRS 第 16 号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れること

により、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第 16 号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が

不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。 

借手の会計処理として、借手のリース費用配分の方法については、IFRS 第 16 号と同様に、リースが

ファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて

使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用

されます。 

    ②適用予定日 

    令和 10 年３月期の期首より適用予定であります。 

    ③当会計基準等の適用による影響 

「リースに関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響額につきましては、現時点で評価中で

あります。 

６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
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日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第 4 号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償

却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和 4 年 4 月 14 日）に規定する正常先債権及び要注意先債権

に相当する債権については、主として今後 1 年間又は 3 年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損

失額は、1 年間又は 3 年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき決

定した予想損失率により算定しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額に対して今後 3 年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、過去 3

年間における累積の貸倒実績率の 3 期間平均値に基づき決定した予想損失率により算定しております。破綻

先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に審査部が資産査定を実施し、

当該部署から独立した監査法務部が査定結果を監査しております。 

 

７．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 25 号）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）

により、当事業年度末における必要額を計上しております。 

また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）

に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業

年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。 

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれら

に関する補足説明は次のとおりであります。 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

 年金資産の額                        1,832,300 百万円 

 年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額 1,853,684 百万円 

 差引額                            △21,384 百万円 

(2) 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

0.1586％ 

(3) 補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 134,623 百万円及び別途積立金

113,239 百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間 19 年 0 ヵ月の元利均等定率

償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金 24 百万円を費用処

理しております。 

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定され

るため、上記(２)の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。 

８．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積

額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

９．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将

来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。 

１０．会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財

務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金の見積り 

(1) 財務諸表に計上した金額 

貸倒引当金 770 百万円 

 

(2) 見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

① 見積り金額の算出方法 
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貸倒引当金の算出方法は、「貸借対照表 注 6．」に記載しております。また、新型コロナウイル

ス感染症の影響も踏まえ、当金庫は見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を債務者区分に反映し、

貸倒引当金を計上しております。 

② 見積りの算出に用いた主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区

分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設

定しております。 

③ 翌年度の財務諸表に与える影響 

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌年度に係る

財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

１１．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 39 百万円 

１２．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務(預金積金を除く)はありません。 

１３．有形固定資産の減価償却累計額 1,793 百万円 

１４．信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な

お、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について

保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるもの

に限る。）、貸出金、外国証券、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上

されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借

契約によるものに限る。）であります。    

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 1,135 百万円 

危険債権額 1,031 百万円 

三月以上延滞債権額 2 百万円 

貸出条件緩和債権額 428 百万円 

合計額 2,598 百万円 

 

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる

債権に該当しないものであります。 

 三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ

らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

１５．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた商業手形は売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は 144 百万円であります。 

１６．担保に供している資産は次のとおりであります。 

   担保に供している資産 

預 け 金  600 百万円 （信金中央金庫借入金に対する担保） 

    

担保資産に対応する債務 

  借 用 金                            157 百万円 

上記のほか、為替決済の取引の担保として預け金 1,975 百万円、日本銀行歳入代理店取引の担保として有
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価証券 96 百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金 22 百万円が含まれております。 

１７．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 11 年 3 月 31 日 

同法第 3 条第 3 項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める方法、

すなわち「地価税法」（平成 3 年法律第 69 条）第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために国税庁長官が、定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って

算定しております。 

同法第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は 321 百万円であります。 

１８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2 条第 3 項）による社債に対する当金

庫の保証債務の額は 320 百万円であります。 

１９．出資１口当たりの純資産額 2,388 円 15 銭 

２０．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。 

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしてお

ります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。 

また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び事業推進目的で保有しており

ます。 

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。 

また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスクの管理 

当金庫は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与

信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し

運営しております。 

これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に経営陣による常務会や

理事会を開催し、審議・報告を行っております。 

さらに、与信管理の状況については、監査法務部がチェックしております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的

に行うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

(ⅰ) 金利リスクの管理 

当金庫は、ALM によって金利の変動リスクを管理しております。 

ALM に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ALM 委員会

において決定された ALM に関する方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対

応等の協議を行っております。 
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日常的には総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や

金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで理事会に報告しております。 

(ⅱ) 為替リスクの管理 

当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。 

(ⅲ) 価格変動リスクの管理 

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM 委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、

市場リスク管理規程に従い行われております。 

このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほ

か、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。 

総合企画部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場

環境や財務状況などをモニタリングしております。 

これらの情報は総合企画部を通じ、理事会及び ALM 委員会において定期的に報告されております。 

(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報 

当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、

「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。 

当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間 6 ヵ月、過去 5 年の観測期間で計

測される 99 パーセンタイル値を用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの

管理にあたっての定量的分析に利用しております。 

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な

期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。 

なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の 99 パーセンタイル値を用い

た当事業年度末現在の経済価値は、1,768 百万円減少するものと把握しております。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数

との相関を考慮しておりません。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可

能性があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当金庫は、ALM を通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮し

た長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。 

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示してお

ります。 

２１．金融商品の時価等に関する事項 

令和 7 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価

等の評価技法（算定方法）については（注 1）参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表

には含めておりません（（注 2）参照）。また、現金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ことから、注記を省略しております。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 
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                                                                                         （単位：百万円） 

 貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 

(1) 預け金（＊1） 

(2) 有価証券 

   その他有価証券（＊3） 

(3) 貸出金（＊1） 

   貸倒引当金（＊2） 

42,369 

30,927 

30,927 

90,378 

△734 

42,369 

30,927 

30,927 

0 

- 

- 

 

89,644 86,231 △3,412 

金融資産計 162,941 159,528 △3,412 

(1) 預金積金（＊1） 

(2) 借用金（＊1） 

162,636 

157 

162,686 

155 

49 

△2 

金融負債計 162,794 162,841 47 

（＊1）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」

が含まれております。 

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊3）その他有価証券には、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令

和 3 年 6 月 17 日）第 24－3 項及び第 24－9 項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が

含まれております。 

 

 

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法） 

金融資産 

 （1）預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、市場金利で割り引いた現在価値を時価

に代わる金額として記載しております。 

（2）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資

信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については 22.から 24.に記載しております。 

（3）貸出金 

貸出金は、以下の①～②の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権に

ついては、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上

額」という。）の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額 

② ①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた価額 
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金融負債 

（1）預金積金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定

しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

（2）借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利で割り引いて現在

価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報に

は含まれておりません。          

（単位：百万円） 

  区  分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊1） 22     

信金中金出資金（＊1） 858 

組合出資金（＊2） 1     

  合  計 882    

（＊1）非上場株式及び信金中金出資金については、企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価等の開示

に関する適用指針」（令和 2 年 3 月 31 日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊2）組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令

和 3 年 6 月 17 日）第 24－16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額           （単位：百万円） 

 
1 年以内 

1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

預け金(＊1) 

有価証券 

 その他有価証券のうち満期

があるもの 

貸出金(＊2) 

4,600 

2,457 

2,457 

 

15,018 

21,800 

8,974 

8,974 

 

30,777 

1,300 

11,315 

11,315 

 

20,925 

7,050 

6,540 

6,540 

 

17,693 

合  計 22,076 61,551 33,540 31,284 

（＊1）預け金のうち、期間の定めがないものは含まれておりません。 

（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、 

期間の定めがないものは含まれておりません。 

（注４）預金積金および借用金の決算日後の返済予定額                 (単位：百万円） 

 
1 年以内 

1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

預金積金(＊1) 

借用金 

91,639 

0 

2,719 

157 

0 

0 

51 

- 

合  計 91,639 2,876 0 51 

（＊1）預金積金のうち、要求払預金は「1 年以内」に含めております。また、期間の定めがないものは含まれ

ておりません。 

 

２２．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、

「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、２４.まで同様であります。 

 その他有価証券 
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 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 527  355  171  

債券 2,224  2,205  19  

国債   -    -  -  

地方債 1,316  1,305  10  

社債 908  899    8  

その他   1,678  1,487  190  

小  計 4,430  4,049  380  

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式  81    86  △5  

債券 23,595  25,443  △1,847  

国債 1,926  2,299  △372  

地方債 13,939  14,977  △1,038  

社債 7,729  8,166  △436  

その他 2,820  3,184  △363  

小  計 26,497  28,714  △2,217  

合    計 30,927  32,764  △1,836  

 

２３．当事業年度中に売却したその他有価証券 

 売  却  額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 46 1 - 

債券 - - - 

国債 - - - 

 地方債 - - - 

 社債 - - - 

その他 2,022 71 22 

合   計 2,068 73 22 

 

２４．減損処理を行った有価証券 

   売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券

の時価が取得価額に比べて著しく下落しており、時価が取得価額まで回復する見込みがあると認められない

ものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として

処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

   当事業年度における減損処理額は、24 百万円であります。 

   また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価の下落率が 50％以上となった場合は回復

可能性なしとみなし、減損処理を行うこととしています。また、下落率が 30％以上 50％未満の場合は、著

しい下落とみなし、該当する有価証券についてその時価の推移および発行体の財政状態等を勘案して回復可

能性を判定し、回復可能性のないものについては減損処理を行うこととしております。 

 

２５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、27,577 百万円であります。このうち原契約期間が１年以

内のものが 8,925 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
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ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手

続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 

２６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

  

繰延税金資産   

貸倒引当金 144  百万円 

減損損失 198  

退職給付引当金 34  

その他有価証券評価差額金 ⃬  

その他 54  

繰延税金資産小計 431  

評価性引当額 △289  

繰延税金資産合計 142  

  繰延税金負債   

繰延税金負債合計 ‐  

繰延税金資産の純額 142  

   

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

 「所得税法等の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 13 号）」が令和 7 年 3 月 31 日に成立したことに伴い、

令和 8 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 27.7%から、令和 8 年 4 月 1 日以

後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については 28.4%となります。なお、この税率変更による

影響額は軽微であります。 

 

２７．令和 6 年 10 月 14 日に協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成 5 年 5 月 12 日公布法律第 44 号）

第 15 条第 1 項第 1 号の規定に基づき、発行済優先出資の一部 500 百万円を消却しております。優先出資の消却

を受け、当事業年度より優先出資金 250 百万円をその他の出資金に振り替えて計上しております。 
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損 益 計 算 書 
                    令和 ６年 ４月 １日から 

           第７４期                   

           令和 ７年 ３月３１日まで 

科         目 金            額 

 経 常 収 益    2,574,548 千円 

  資 金 運 用 収 益  2,259,357    

   貸 出 金 利 息  1,771,190    

   預 け 金 利 息  198,709    

   有 価 証 券 利 息 配 当 金  274,034    

   そ の 他 の 受 入 利 息  15,422    

  役 務 取 引 等 収 益  208,579    

   受 入 為 替 手 数 料  67,998    

   そ の 他 の 役 務 収 益  140,581    

  そ の 他 業 務 収 益  22,183    

   国 債 等 債 券 売 却 益  -    

   そ の 他 の 業 務 収 益  22,183    

  そ の 他 経 常 収 益  84,427    

   株 式 等 売 却 益  73,781    

   そ の 他 の 経 常 収 益  10,646    

 経 常 費 用    2,183,537  

  資 金 調 達 費 用  93,307    

   預 金 利 息  91,958    

   給 付 補 塡 備 金 繰 入 額  770    

   借 用 金 利 息  529    

   そ の 他 の 支 払 利 息  49    

  役 務 取 引 等 費 用  301,942    

   支 払 為 替 手 数 料  19,027    

   そ の 他 の 役 務 費 用  282,914    

  そ の 他 業 務 費 用  25,054    

   国 債 等 債 券 売 却 損  19,544    

   国 債 等 債 券 償 還 損  3,294    

   そ の 他 の 業 務 費 用  2,215    

  経 費  1,637,920    

   人 件 費  1,025,513    

   物 件 費  578,983    

   税 金  33,423    

  そ の 他 経 常 費 用  125,313    

   貸 倒 引 当 金 繰 入 額  58,114    

   株 式 等 売 却 損  24,019    

   そ の 他 の 経 常 費 用  43,179    

 経 常 利 益    391,010  
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 税 引 前 当 期 純 利 益    391,010  

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    97,730  

 法 人 税 等 調 整 額    4,443  

 法 人 税 等 合 計    102,173  

 当 期 純 利 益    288,836  

 繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ）    321,519  

 当 期 未 処 分 剰 余 金    610,356  

注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．出資１口当たり当期純利益の金額は 158 円 05 銭です。 
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剰余金処分計算書 
 

              第７４期   令和 ６年４月 １日から 

                 令和 ７年３月３１日まで       

            

  

科      目 金      額 

当 期 未 処 分 剰 余 金  610,356,654 円 

     

剰 余 金 処 分 額  285,493,958  

    利 益 準 備 金  50,000,000  

  普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 （年 2.0％） 16,793,958  

優 先 出 資 に 対 す る 配 当 金 （年 1.1％） 18,700,000  

  優 先 出 資 消 却 積 立 金  200,000,000  

    

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）  324,862,696  

 

以上の通り報告いたします。 

令和７年６月  

 

会 長  溝 上 邦 治 

理 事 長  石 橋 正 広 

常 務 理 事  桑 原  司  

常 勤 理 事  溝 上 武 明 

常 勤 理 事  井 手 浩 文 

常 勤 理 事  中 島 俊 行 

常 勤 理 事  岩 﨑 哲 弥 

理 事  勢 戸 祥 市 

理 事  山 口  剛 

常 勤 監 事  片 渕 克 明 

監 事  成 松 義 秀 

員 外 監 事  富 永 英 樹 
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会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書 謄 本 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

 

令和７年５月２２日 

九 州 ひ ぜ ん 信 用 金 庫 

理 事 会  御 中 

有限責任監査法人トーマツ 福岡事務所 

 

 

＜計算書類等監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、信用金庫法第 38 条の 2 第 3 項の規定に基づき、九州ひぜん信用金庫の令和 6 年 4 月 1 日か

ら令和 7 年 3 月 31 日までの第 74 期事業年度の剰余金処分案を除く計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書及び注記並びにその附属明細書（以下、これらの監査の対象書類を「計算書類等」という。）について監査を

行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認め

られる会計の慣行に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、金庫から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、業務報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の

執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

 計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、

また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。 

 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者及び監事の責任 

経営者の責任は、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に

基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意

指定有限責任社員 
公認会計士 濵 村  正 治 

業 務 執 行 社 員 
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見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計

算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお

いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適

切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、金庫は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。 

・計算書類等の表示及び注記事項が、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認

められる会計の慣行に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成

及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監事に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその

内容について報告を行う。 

 

＜剰余金処分案に対する意見＞ 

剰余金処分案に対する監査意見 

当監査法人は、信用金庫法第 38 条の 2 第 3 項の規定に基づき、九州ひぜん信用金庫の令和 6 年 4 月 1 日か

ら令和 7 年 3 月 31 日までの第 74 期事業年度の剰余金処分案について監査を行った。 

当監査法人は、上記の剰余金処分案が法令及び定款に適合しているものと認める。 

 

剰余金処分案に対する経営者及び監事の責任 

経営者の責任は、法令及び定款に適合した剰余金処分案を作成することにある。 

監事の責任は、剰余金処分案作成における理事の職務の執行を監視することにある。 

 

剰余金処分案に対する監査における監査人の責任 

監査人の責任は、剰余金処分案が法令及び定款に適合して作成されているかについて意見を表明することにあ

る。 

 

＜報酬関連情報＞ 

 当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の金庫の監査証明業務に基

づく報酬の額は 9 百万円であり、非監査業務に基づく報酬はない。 

 

利害関係 

金庫と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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監事会の監査報告書謄本 

監 査 報 告 書 

 

私たち監事は、２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの第７４期事業年度の理事の職務の執行

を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

  各監事は、監事監査基準に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図るほか、監査の方針、監査計

画等に従い、理事、内部監査部門その他の職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

(1) 理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況にについて報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部・本支店において業務及び財産の状況を調査

いたしました。 

(2) 業務報告に記載されている理事の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他信用金庫の業務の適正を確保するために必要なものとして、信用金庫法施行規則第 23 条に定める体

制の整備に関する理事会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に

ついて、理事及び職員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明

を求め、意見を表明いたしました。 

(3) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（信用金庫法施行規則第 33 条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従っ

て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 

  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る業務報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対照表、損

益計算書、剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果  

 （1）業務報告等の監査結果 

① 業務報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、信用金庫の状況を正しく示しているものと認め

ます。 

② 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する理事会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する業務報告の記載内容及び理事の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

④ 会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関し、指摘すべき事項は認めら

れません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

    有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

2025 年 5 月 29 日 

九州ひぜん信用金庫 

常 勤 監 事 片 渕 克 明 

監 事 成   松  義  秀 

監 事 富  永  英 樹 

 （注）監事富永英樹氏は、信用金庫法第 32 条第 5 項に定める員外監事であります。 


